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Abstract

This article reviews the algorithms used for various calculations such as predicting the tidal heights and 

currents for the tide table, using the tide table, and obtaining tidal harmonic constants.

1　はじめに
潮汐表は，SOLAS条約により船舶備蓄義務の

ある航海用刊行物の 1つであり，水路業務法第四
条で定められた水路図誌のうち個別的かつ専門的
な水路書誌である特殊図誌の 1つとして，海上保
安庁から毎年刊行されている．海図には各地の港
の潮位の概要が潮信記事として掲載されており，
その詳細な時刻等を知るために潮汐表が用いられ
る．IHOは，重要な港の潮汐予報は，そこを管
理する国の機関が認めたものでなければならない
と決議している．そのため各国は，IHOの勧告
に従った記載方法による潮汐表を刊行している．
日本の潮汐表には，主要 74 港の高低潮の高さ
及び時刻，東京，名古屋及び神戸については毎時
の潮位，21 地点の潮流の最強流速及び時刻と転
流時刻のほか，主要港の潮汐及び主要地点の潮流
を各地の港等の潮汐及び潮流に換算する改正数表
などを掲載している．翌年 1年間の上記の潮汐・
潮流の推算値を記載した潮汐表が毎年 3月初旬頃
に刊行される．国立天文台が編纂する理科年表に
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は，潮汐表からの引用で，東京の潮汐が掲載され
ている．
令和 3年版の潮汐表には，編集等の関係から平
成 17 年版から掲載を取りやめた潮汐と潮流の性
質と潮汐表の掲載項目の関係を記した「潮汐解
説」が再び掲載されている．主要港の高低潮や主
要な地点の最強流速などから，任意の地点の潮高
や流速を計算するための補正式は，「改正数使用
例」，「任意の潮高を求める表」及び「任意の流速
を求める表」として潮汐表に掲載されている．し
かし，潮汐表の推算値を得る詳細な計算方法は，
潮汐表の編集担当職員が管理する FORTRANの
プログラムと，業務資料のマニュアルに部分的に
記載されているに過ぎなかった．近年では，海洋
情報部職員の養成機関である海上保安学校海洋科
学課程において，プログラミング言語 Pythonの
習得を目的とした科目があり，Pythonによるプ
ログラムを扱うことができる職員が多い．このた
め，潮汐表に掲載する推算値を得るためのプログ
ラムのブラックボックス化を防ぐため，筆者は従
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来の FORTRANプログラムを Pythonに書き換え
た．
潮汐表は潮汐と潮流の推算値であることから，
調和定数があれば推算対象の時刻を問わず算出可
能である．ところが，計算の実装環境によって丸
め誤差の扱い等が異なるため，高低潮の数値が 1 
cm程度，その出現時刻が 1分程度異なることが
ある．潮汐表は海上保安庁の公式刊行物であるこ
とから，その数値を再利用して外部に提供するに
あたって，この 1 cm，1 分の誤差を問題視され
ることがある．従来は潮汐表編集用の数値が記載
されたテキストファイルは，そのような二次利用
を前提としていなかったため，外部提供用には別
の環境で同様の計算を行っていた．今後は，潮汐
表作成用の推算値それ自体が，海洋情報部業務の
成果物であるとして，成果物データの管理指針を
作成し，二次利用を行っていくこととなる．
本総説では，利用者の便となるよう，潮汐表の
掲載値を計算するアルゴリズム及び掲載値から任
意の場所の潮汐や潮流を計算するアルゴリズムの
詳細をレビューする．このレビューは，潮汐表用
推算プログラムの Python化の過程で整理したも
のであり，データ管理にも必須のものと考える．

2　潮汐表掲載値を得るための計算
2.1　推算
各時刻 tの推算値 H（t ）は次の式で求められ
る．

H（t ）＝Z0＋R fiHi cos（~it＋V0i＋ui‒li）
n

i＝1

ここで，Z0 は，潮汐においては，最低水面か
ら平均水面までの高さを表す．各地の港の最低水
面から平均水面までの高さは，海上保安庁のウェ
ブサイトで公開されている，「平均水面，最高水
面及び最低水面一覧表」に掲載されている．潮流
においては恒流と呼ばれる平均流である．添え字
の iは潮汐を構成する周波数成分を表す番号であ
る．この周波数成分を分潮と呼び，日本では 60
個の分潮を使用している．~iが各分潮の角速度
で，［度／時］の単位で表される．時刻 tの単位

は時（hour）である．推算対象地点の各分潮の
振幅と位相はそれぞれ Hiと liで表される．liは
遅角とも呼ばれる．調和定数というときは，ある
地点の 60 の分潮の振幅と遅角のセットを表す．
V0iは平衡潮汐の位相と呼ばれる．fiと uiは分潮 i

の 8.9 年及び 18.6 年周期の変動に対応する振幅及
び遅角の修正項で，天文因数及び天文引数とそれ
ぞれ呼ばれる．

2.1.1　調和定数
調和定数は地点ごとに与えられる，時間に依存
しない定数である．水位又は流速の時系列データ
を調和分解して得られる．海上保安庁と気象庁が
所管する常設験潮所の水位データから得られた調
和定数は，それぞれのウェブサイトで公開されて
いる（海上保安庁，2021；気象庁，2021）．調和
定数については第 4章でも触れている．

2.1.2　平衡潮汐の位相，天文因数及び天文引数
平衡潮汐の位相，天文因数及び天文引数は，推
算や，のちに述べる調和分解を行う期間の長さに
比べその時間変化が緩やかであることから，時刻
tによらない一定の値を使用する．これらの定数
は，月の平均黄経 s，月の近地点の平均黄経 p，
太陽の平均黄経 h，月の昇交点の平均黄経 Nとい
う 4つの天文パラメータにより求める．これらの
天文パラメータは，潮汐表の計算では，海上保安
庁が発行した天体位置表 1996 年版の数値を，
2000 年 1 月 1 日を元期として線形化した下記の
式で算出する．なお，下式では，s，p，h，N，D
に，推算期間の開始と中間の日の値を表す添え字
をそれぞれ dと mとして付している．
sd＝211.728＋129.38471（Y－2000）＋13.176396
（Dd＋l）
hd＝279.974－0.23871（Y－2000）＋0.985647（Dd

＋l）
pd＝83.298＋40.66229（Y－2000）＋0.111404（Dd

＋l）
Nm＝125.071－19.32812（Y－2000）－0.052954
（Dm＋l）
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pm＝83.298＋40.66229（Y－2000）＋0.111404（Dm

＋l）
ここで，Yは年，Dは Y年における 1月 1日か
らの経過日数，lは int（（Y＋3）/4）－500 で与えら
れる，2000 年の年初から Y年の年初までの間の
うるう日の数をそれぞれ表す．
これらの天文パラメータと，その地の経度 L

を用いて，平衡潮汐の位相 V0iは次のように計算
される．
V0i＝－a0iL＋a1i sd＋a2i hd＋a3i pd＋a4i
係数の a0i，a1i，a2i，a3i，a4iは，分潮ごとに決

まった係数であり，Table 1 の通り与えられる．
天文因数と天文引数 fiと uiは，以下の 10 の分潮
の fiと uiの和積で与えられる（Table 1）．
ま ず，Mm，Mf，O1，K1，J1，OO1，M2，K2
の fiと uiは，次の式で計算されている．
fi＝b0i＋b1i cos（Nm）＋b2i cos（2Nm）＋b3i cos（3Nm）
ui＝c1i sin（Nm）＋c2i sin（2Nm）＋c3i sin（3Nm）
そして，L2 分潮及びM1 分潮については，次の

式で計算されている．
fi＝（x2＋y2）1/2

ui＝tan‒1（ y/x）
ここで，xと yは，L 2 分潮については，次の式

で計算されている．
X＝1－0.2505 cos（2pm）－0.1102 cos（2pm－Nm）
－0.0156 cos（2pm－2Nm）－0.0370 cos（Nm）
Y＝－0.2505 sin（2pm）－0.1102 sin（2pm－Nm）－
0.0156 sin（2pm－2Nm）－0.0370 sin（Nm）
M1 分潮については，次の式で計算される．
X＝2 cos（ pm）＋0.4 cos（ pm－Nm）
Y＝sin（pm）＋0.2 sin（ pm－Nm）
係数の b0i，b1i，b2i，b3i，c1i，c2i，c3iは，分潮
ごとに決まった係数であり，Table 2 の通り与え
られる．

Table 1． Coefficients for calculating V0i, fi and ui of tidal 
constituents.

表 1．各分潮の V0iの計算時の係数，fi及び ui．
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2.1.3　特殊な地点の潮流の推算
関門海峡，来島海峡西水道，鳴門海峡の潮流に
ついては，推算値に特殊な処理を追加している．
関門海峡は早鞆瀬戸の中央部の東側で潮流が最
大となるが，船舶通航量が多く，直接観測するこ
とができない．早鞆瀬戸を見下ろす火ノ山下潮流
信号所の前面海域では，平成 12 年から 18 年まで
海底設置型の ADCPによる観測が行われ，調和
定数が算出された．この調和定数を使用した潮流
推算値に対し，早鞆瀬戸中央部の最強流速は，西
流のとき 2.0 倍，東流のとき 2.4 倍であったこと
から，この倍率を掛けた値を関門海峡の最強流速
として掲載している．来島海峡西水道でも，海底
設置型 ADCPの観測をもとに求められた調和定
数を用いて推算を行い，それに，南南東流のとき
1.25 倍，北北西のとき 1.23 倍の倍率を掛けた値
を来島海峡西水道の最強流速として掲載してい
る．
鳴門海峡の潮流は，いずれも淡路島沿岸の，海
峡北部の阿那賀と，海峡南部の福良の潮位観測に
より求められた調和定数から，海峡を挟む南北の
水位差を求め，水位差と潮流が一定の関係にある
と仮定して求められた潮流の調和定数により算出
されている（難波・坂口，2005）．このような調
和定数は水位差定数と呼ばれている．

2.1.4　潮汐表の推算期間
潮汐の推算は，1年分をまとめて行う．それに
対し，潮流の推算は 1 日ごとに行う．潮汐は 1 
cm単位，潮流は 0.1 kt単位で潮汐表に掲載され

るが，潮汐の標準港の高低潮の差は 10 cm以上
あるのに対し，潮流の上げ潮流・下げ潮流の流速
差は 1 ktに満たない地点もある．潮流はその振
幅が小さいため，わずかながら時間変化する平衡
潮汐の位相，天文因数及び天文引数を 1年間一定
と仮定した際の誤差が無視できないと考えられ
る．
潮汐表には毎年 1月 1日から 12 月 31 日の推算
値が掲載されるが，前の年の 12 月 31 日の最後が
極大値だった場合，その年の 1月 1日は極小値か
ら始まることが求められる．潮汐の推算において
は，このような連続性を保つため，1月 1 日の推
算値は，その年の天文パラメータによる推算値
と，前の年の天文パラメータによる推算値の平均
値とし，12 月 31 日の推算値は，その年の天文パ
ラメータによる推算値と，翌年の天文パラメータ
による推算値の平均値としている．

2.1.5　平均水面について
験潮所における観測では，平均水面は一定の期
間の平均値で与えられるため，験潮所の観測基準
面上の平均水面は，厳密にいえば平均する期間に
より異なる．推算の式では，平均水面はその定義
から必ず Z0 となり，実際の平均水面の変動を反
映しない．推算に用いる Z0 は，主要四分潮の振
幅の和により定義されるが，厳密に一致している
わけではなく，周囲の観測地点との整合性等によ
り適当な値に丸められていることがある．

2.2　ホームページの推算と潮汐表の推算の違い
潮汐・潮流推算値は，海上保安庁からだけで
も，潮汐表ばかりでなく，海洋情報部ウェブサイ
トの潮汐・潮流推算のページ，リアルタイム験潮
データページ，各管区ウェブサイトのコンテンツ
等としても提供されている．特に，潮汐・潮流推
算のページでは，西暦元年から 2100 年までの任
意の 1日の推算を可能にしており，12 世紀の源
平合戦の日付で瀬戸内海における潮流を推測する
などの活用事例が時折ある．
潮汐・潮流推算のページでは，2000 年 1 月 1

Table 2．Coefficients for calculating fi and ui.
表 2．fiと uiの計算のための係数．
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日元期で線形化された天文パラメータの代わり
に，下記の式により天文パラメータを算出してい
る（斉藤，1989）．
sd＝335.723436＋481267.887361 tMd＋3.38888×
10‒3 tMd2＋1.83333×10‒6 tMd3

pd＝225.397325＋4069.053805 tMd－1.02869×10‒2 
tMd
2－1.22222×10‒5 tMd3

hd＝280.6824＋36000.769325 tSd＋7.22222×10‒4 
tSd
2

Nm＝33.272936－1934.144694 tMm＋2.08028×10‒3 
tMm

2＋2.08333×10‒6 tMm3

pm＝225.397325＋4069.053805 tMm－1.02869×10‒2 
tMm

2－1.22222×10‒5 tMm3

ここで，月の元期から推算対象日までの時間
tMd，太陽の元期から推算対象日までの時間 tSd，
月の元期から推算対象年の 7 月 1 日までの時間
tMmは，推算対象日をユリウス通日で表した Jd，
推算対象年の 7 月 1 日をユリウス通日で表した
Jmを用いて次の式によって得られる．
tMd＝（ Jd－2378496）/36525
tSd＝（ Jd－2415021）/36525
tMm＝（ Jm－2378496）/36525

2.3　ピークの推定
潮汐表には，潮汐の高潮，低潮の時刻とその潮
位，潮流の流速ゼロである転流の時刻と，上げ潮
流，下げ潮流が最強となる時刻とその速さを掲載
している．これらのピークを推定するため，まず
は 6分間隔で潮汐，潮流の推算を行っている．潮
汐については，1月 1 日と 12 月 31 日は，当年の
天文パラメータによる推算値と，前後の年の天文
パラメータによる推算値の平均値を採用してい
る．
潮汐のピークは，3つの時刻の推算値を二次関
数にフィッティングし，その極値として求めてい
る（Fig. 1）．潮汐は一般に半日周期で高低潮を繰
り返すので，潮汐表利用者も，高潮，低潮が 1日
にあわせて 4回程度並んでいることをイメージす
ると考えられる（Fig. 2）．一方，Fig. 3 のように
ピーク付近で同程度の潮位がなだらかに続く場合

Fig. 1． Calculation of tidal peak. Black dots stand for 
the predicted values. Blue line stands for the 
quadratic function that fits the three predicted 
values. Red dot stands for the calculated tidal 
peak.

図 1． 潮汐のピークの算出．黒点が推算値，青線が 3
つの推算値を通る二次関数，赤点が潮汐のピー
ク．

Fig. 2．An image of a usual daily tide.
図 2．一般的な 1日の高低潮のイメージ．

Fig. 3． An image of a tide when the same level continued 
gently near the high water.

図 3． 高潮付近で同程度の潮位がなだらかに続いた場
合の潮汐のイメージ．

や，Fig. 4 のように振幅が小さく比較的日周潮が
卓越した場合には，1日に 4個以上のピークが検
出されることがある．これらは航海者にとっては
過剰な情報であり，一般的なイメージに合った高
潮，低潮の並びを掲載するため，ピークの取捨選
択を行っている．
このアルゴリズムについては，従来のプログラ
ムでは，複雑な条件分岐が存在していた．まずは
従来の方法についてレビューする．
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2.3.1　潮汐のピークの分類
連続する 4つのピークが，短い時間で生じてい
たり，相次ぐピークの潮位の差が小さかったりす
る場合を考える．本節ではある時刻 t1 に検出さ
れたピークの潮位を h1，次の極値 h2 の時刻が t2，
これに続く極値 h3 の時刻が t3，最後の極値 h4 の
時刻が t4 と表記する．ピーク自体を（t1，h1）の
ように表記する．ピークとなる時刻の差，ピーク
の潮位の差を次のように定義する（Fig. 5）．
Dt1＝t2－t1
Dt2＝t3－t2
Dt3＝t4－t3
Dt4＝t4－t1
Dh1＝|h2－h1|
Dh2＝|h3－h2|
Dh3＝|h4－h3|
Dh4＝|h4－h1|
有意なピークであるかどうかは，ピークとなる
時刻の差とピークの差の積（Dtj Dhj，添え字の j

はピークの検出順を表す）により判断する．ピー
クとなる時刻の差とピークの差の積の単位は
［時・cm］とする．Fig. 5 はピークが低潮から始
まっているが，本節の議論は高潮から始まってい
る場合もまったく同じように成り立つ．
ピークの取捨選択は，あるピークが検出された
ら，その後の 4つの連続するピークの時刻と潮位
を用いて行われる．これらのピークの相対的な位
置によって，全体的な形を次の 5つのパターンに
分類し，イメージしやすいように名前を付けてお
く．
1． 双子潮（Fig. 6）．大局的なピークの中央に
凹みができて，3つのピークが連続してい
る．4つ目のピークはこれらからずっと離
れたところにある．

2． 短時間で連続する高低潮（Fig. 7）．4 つの
ピークが非常に近い．

3． 潮の踊り場（Fig. 8）．大局的に 2つの隣接
したピークの中間に，小さなピークが 2つ

Fig. 4． An image of a tide when the amplitude was small 
and the diurnal tide was relatively predominant.

図 4． 振幅が小さく比較的日周潮が卓越した場合の潮
汐のイメージ．

Fig. 5． The definition of time and level of peaks and 
their difference.

図 5．ピークとなる時刻及び潮位とその差の定義．

Fig. 6．An image of a twin tide.
図 6．双子潮のイメージ．

Fig. 7． The image of successive high and low waters in 
a short time.

図 7．短時間で連続する高低潮のイメージ．
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ある．
4． 潮の滑り台（Fig. 9）．大局的にはなだらか
に潮位低下あるいは潮位上昇しているもの
の，中央の 2つのピークがわずかに目立ち，
その前後に小さなピークがある．

5． はっきりしない相次ぐ高低潮（Fig. 10）．大
局的に極大，極小が現れる前の，なだらか
に潮位低下あるいは潮位上昇しているとき
に，2つ小さなピークがある．

2.3.2　従来の方法
まずは従来の潮汐のピークの取捨選択について
述べる．
Dt1 Dh1 ≧ 1.5 のときは，ピークとして（h1，t1）
を採用し，（h2，t2）以降は次のピークの取捨選択
を行う．

Dt1 Dh1 ＜ 1.5 かつ Dt2 Dh2 ＜ 1.5 かつ Dt3 Dh3 D≧
1.5 のときは，双子潮（Fig. 6）であり，（h1，t1）
と（h2，t2）のうちより凸の方（低潮ならばより
小さい値，高潮ならばより大きい値）をピークと
して採用し，その時刻は平均の値の（t1＋t2）/2 と
する．次の判定は，（h4，t4）から行う．
Dt1 Dh1 ＜ 1.5 かつ Dt2 Dh2 ＜ 1.5 かつ Dt3 Dh3 ＜
1.5 かつこの 4 つのピークの起こる時間が 1.5 時
間を超えない（Dt4 ＜ 1.5）時，短時間で連続す
る高低潮（Fig. 7）であり，これらすべてを採用
しない．次の判定は，（h4，t4）の次に起こるピー
クから行う．
Dt1 Dh1 ＜ 1.5 かつ Dt2 Dh2 D ＜ 1.5 かつ Dt3 Dh3
＜ 1.5 かつこの 4つの極値の起こる時間が 1.5 時
間を超え（Dt4 ≧ 1.5），かつ，Dh1＋Dh3 ≧ Dh2 の
ときは，潮の踊り場（Fig. 8）であり，（t1，h1）
と（t4，h4）を高低潮として採用する．この場合，
（t2，h2）と（t3，h3）を削除する．逆に，Dh1＋
Dh3 ＜ Dh2 のときは，潮の滑り台（Fig. 9）であ
り（t2，h2）と（t3，h3）は極値とはならないため，
4つすべてを高低潮として採用しない．次の判定
は，（t4，h4）の次に起こるピークから行う．
Dt1 Dh1 ＜ 1.5 かつ Dt2 Dh2 ≧ 1.5 かつ Dt3 Dh3 ≧
1.5 のときは，相次ぐ高低潮がはっきりしない場
合（Fig. 10）であり，Dt1 ＞ 1.5 のときは，（h1，
t1）と（h2，t2）をピークとして採用する．Dt1 ≦
1.5 のときは，（h1，t1）と（h2，t2）をピークとし
て採用しない．次の判定は，（h3，t3）から行う．
な お，Dt1 Dh1 ＜ 1.5 か つ Dt2 Dh2 ≧ 1.5 か つ

Dt3 Dh3 ＜ 1.5 のときも，Dt1 Dh1 ≧ 1.5 のときと同
じく（h1，t1）を採用し，（h2，t2）以降は次の判
定を行うことになるが，意図ははっきりしない．
条件分岐についてまとめると Fig. 11 のように
なる．
このようにしてピークを取捨選択したのち，採
用されたピークが，次のピークと 1時間以内にあ
るばあい，もとのピークを不採用とする．
高低潮の時刻は，○分－30 秒から○分 29.999
…秒までを○分として表記する．

Fig. 8．An image of the landing of tides.
図 8．潮の踊り場のイメージ．

Fig. 10． An image of unclear and successive high and 
low waters.

図 10．はっきりしない相次ぐ高低潮のイメージ．

Fig. 9．An image of the slide of tides.
図 9．潮の滑り台のイメージ．
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2.3.3　一般的な方法への移行
次に，移行後の潮汐のピークの取捨選択につい
て述べる．海上保安庁以外の国の機関では，気象
庁が全国各地の天文潮位の予測値を潮位表として
公開している．潮汐表と潮位表は同じ調和定数か
ら高潮，低潮の数値を算出している．しかし，潮
汐のピークの算出方法の違いにより，潮汐表に記
載されているが，潮位表に記載されていない高
潮，低潮があった（Fig. 12）．この差異は相次ぐ
高低潮がはっきりしない場合にあらわれたもので
あり，記載の有無が航行に与える影響は少ないと
思われる．一方，機関ごとに異なる内容を提供し
ていることは利用者の混乱を招く恐れがあるた
め，海上保安庁の潮汐のピークの取捨選択を気象
庁と同様の方法へと移行した．
移行後の潮汐のピークの取捨選択は，沿岸開発
技術ライブラリー No. 13 潮位を測る（海象観測
情報の解析・活用に関する研究会編，2002）の方
法に基づいている．
Dt1 Dh1 ≧ 1.5 かつ Dt1 ＞ 1 のときは，ピークと
して（h1，t1）を採用し，（h2，t2）以降は次のピー
クの取捨選択を行う（判定 A）．
判定 A以外の場合で Dt2 Dh2 ≧ 1.5 かつ Dt2 ＞ 1

のときは，（h1，t1）と（h2，t2）をピークとして
採用しない．次の判定は，（h3，t3）から行う（判
定 B）．

判定 A及び B以外の場合で Dt3 Dh3 ≧ 1.5 かつ
Dt3 ＞ 1 のときは，（h1，t1）と（h3，t3）のうちよ
り凸の方（低潮ならばより小さい値，高潮ならば
より大きい値）をピークとして採用し，その時刻
は平均の値の（t1＋t3）/2 とする．次の判定は，
（h4，t4）から行う（判定 C）．
判定 A，B及び C以外の場合で Dt4 Dh4 ≧ 1.5
かつ Dt4 ＞ 1 のときは，（t1，h1）と（t4，h4）を
ピークとして採用する．次の判定は，（t4，h4）の
次に起こるピークから行う（判定 D）．
判定 A，B，C及び D以外の場合は（h1，t1），

（h2，t2），（h3，t3），（h4，t4）をピークとして採用
しない．次の判定は，（t4，h4）の次に起こるピー
クから行う（判定 E）．
移行後の条件分岐についてまとめると Fig. 13
のようになる．

2.3.4　潮流のピークの取捨選択
潮流は，流速の極値である上げ潮流の最強流と
下げ潮流の最強流の間に，流速がゼロとなる転流
が生じる．また，上げ潮流と下げ潮流の流速が同
符号の場合は，転流が生じない．これらの取捨選
択は，このような制約条件を満たす，以下に記載
するアルゴリズムで実装されている．
最強流については，流速の微分量がゼロとなる
値を求めるため，流速の微分量が連続する 2つの

Fig. 11．The conventional conditional branch for peak choice.
図 11．従来のピークの取捨選択の条件分岐．
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Fig. 12． The difference between the tide tables published by Japan Coast Guard and Japan Meteorological Agency. 
Black squares indicate the values printed only on the tide table published by Japan Coast Guard.

図 12．潮汐表と潮位表の差違．四角で囲った部分は潮汐表にのみ掲載された値であることを示す．
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Fig. 13．The present conditional branch for peak choice.
図 13．移行後のピークの取捨選択の条件分岐．

データで符号が異なるとき，次のようにして，上
げ下げ時刻を 2－7 時間（約 0.5 分）の精度まで求
める．
ある時刻の流速微分量の符号が，その 6分前の
流速微分量の符号と異なるとき，次の処理を開始
する．その時刻の 2－1 時間（30 分）前の流速微
分量と，2－2 時間（15 分）前の流速微分量の符号
が異なるか確認する．この 2つの流速微分量の符
号が同一であれば，2－2 時間（15 分）前の流速微
分量と，2－3 時間（7.5 分）前の流速微分量の符
号が異なるか確認する．もし 2つの流速微分量の
符号が異なる場合は，その期間をさらに 2つに分
け，前半の期間について同じ判定を行う．これを
6回繰り返す．最後に，符号が異なる 2つの流速
微分量の時刻のうちはじめの時刻を最強流の時刻
として採用する．
転流時刻は，同じ処理を流速について行い，
2－7 時間の精度まで求める．
ピークの取捨選択は次の通りである．1時間以
内に転流時刻が 3つ続いたとき，転流時刻をその
3つの転流時刻の平均とし，3つの転流時刻に挟
まれた 2つの潮流極値（上げ潮流と下げ潮流 1つ
ずつ）を採用しない．1時間以内に潮流極値が 3
つ続いたとき，それが上げ潮流 2つと下げ潮流 1
つならばその 3つの極値のうち最大のものを上げ
潮流最強として採用し，上げ潮流最強時刻は 3つ

の潮流極値の時刻の平均とする．上げ潮流 1つと
下げ潮流 2つならば，その 3つの極値のうち最小
のものを下げ潮流最強として採用し，下げ潮流時
刻は 3つの潮流極値の時刻の平均とする．
転流に関連して，さらに次の処理が行われる．
潮流極値の絶対値が 0.05 kt未満の場合，潮汐表
には 0.0 ktと表記されるため，この極値の前後の
転流時刻を採用しない．絶対値 0.05 kt未満の潮
流極値が 3回続いた場合，潮流極値を 0.0 ktとし，
それが起こる時刻をその平均とする．それ以外の
場合で，絶対値 0.05 kt未満の潮流極値が 2回続
いた場合，潮流極値を 2回とも採用せず，その時
刻の平均を転流時刻とする．
得られた最強流，転流の時系列に，絶対値 0.05 

kt未満の潮流極値が 2 回続いた場合，潮流極値
を 2回とも採用せず，その時刻の平均を転流時刻
とする．
上げ下げ潮流時刻，転流時刻は，○分 00 秒か
ら○分 59.999…秒までを○分として表記する．
前後に転流のない上げ潮流，下げ潮流の時刻に
は，アスタリスク（「＊」マーク）を記載する．

2.4　改正数
潮汐表は，紙面の数の制約から，主要な 74 港
の潮汐の高低潮の時刻及びその高さ，主要な 21
地点の潮流の転流時刻，上げ潮流・下げ潮流の時
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刻及びその強さについては，毎日の推算値を掲載
している．これらの港及び地点を標準港及び標準
地点と呼ぶ．標準港や標準地点の推算値を用い
て，その他の約 700 の補助港の高低潮，約 300 の
補助地点の転流，上げ潮流，下げ潮流を推定する
には，改正数と呼ばれる係数を用いる必要があ
る．以下に，その改正数の算出アルゴリズムをレ
ビューする．

2.4.1　潮高比
補助港の高低潮の高さを求めるには，潮高比と
呼ばれる，標準港の当日の潮高に乗ずる数値で，
その地の潮高の概数を求めるための改正数が用い
られる．潮高比は，標準港のM2 分潮及び S2 分
潮の振幅 H0M2，H0S2 と，補助港のM2 分潮及び S2
分潮の振幅 HM2，HS2 を用いて，次のように計算
される．
潮高比＝（HM2＋HS2）/（H0M2＋H0S2）

2.4.2　流速比
補助地点の上げ潮流，下げ潮流の速さを求める
ための改正数は，流速比と呼ばれる．流速比は，
標準地点と補助地点の大潮期の最強流速の比で与
えられる．大潮期の最強流速は，大潮改正計算
（佐藤・土屋，2021）と呼ばれる計算によって得
られた，大潮期の 1日分の流速の時系列のうち，
上げ潮流，下げ潮流の方向の最大のものである．
なお，大潮改正計算は次の式で与えられる．
V＝A1 cos（~1t－l1）＋A2 cos（~2 t－l2）＋A4 cos

（~4 t－l4）＋C
ここで，t，~，Cはそれぞれ時間，角速度，恒
流成分であり，変数の添え字 1，2，4はそれぞれ
1太陰日を単位とする 1日周期，半日周期，4分
の 1日周期をそれぞれ表している．A1 は K1 分潮
と O1 分潮の振幅の和，A2 はM2 分潮と S2 分潮の
振幅の和，A4 はM4 分潮とMS4 分潮の振幅の和
で，l1 は K1 分潮と O1 分潮の遅角の平均，l2 は
M2 分潮の遅角，l4 はM2 分潮の遅角の 2 倍の量
である．

2.4.3　潮時差
補助港の高低潮の時刻，補助地点の転流，上げ
潮流，下げ潮流の時刻を求めるための改正数は，
いずれも潮時差と呼ばれる．潮時差は，標準港
（標準地点）のM2 分潮の遅角 l0M2，経度 L0，標
準時 S0，補助港（補助地点）のM2 分潮の遅角
lM2，経度 L，標準時 Sを用いて，次のように与
えられる．
潮時差＝（lM2/29）－（l0M2/29）＋（31/450）（L0－
L）＋（S－S0）
潮流の潮時差は，潮汐表には，上げ潮流から下
げ潮流への転流，下げ潮流から上げ潮流への転
流，上げ潮流，下げ潮流のそれぞれの時刻につい
て掲載されている．観測が行われた当時，大潮改
正計算や周囲の観測結果の分布等により，それぞ
れ別々の値が推定されたようであり，毎年の潮汐
表の編集においても，前年の掲載値を引き続き掲
載している．一方，新たな観測結果に対しては，
潮流の潮時差を，転流，上げ潮流，下げ潮流のそ
れぞれについて別々の数値を算出することはな
く，上記の式で一様に求めている．
2020 年の推算値を掲載した潮汐表は「平成 32
年潮汐表」として発刊している．平成 32 年は存
在しない年号ではあるが，潮汐表が刊行されるの
は前年 3月初旬であり，次の年号である令和が定
められていなかったので，この名称となってい
る．平成 32 年潮汐表では，来島海峡西水道を標
準地点として追加し，これまで来島海峡中水道を
標準地点としていた 4つの補助地点の改正数を，
来島海峡西水道を標準地点とするよう変更した．
変更にあたっては，平成 31 年潮汐表に掲載され
ている潮時差から，中水道と西水道の潮時差を引
くことによって，これらの地点の転流，上げ潮
流，下げ潮流の潮時差を求めた．

2.5　非調和定数
潮汐の主要な成分はおよそ 1 日の周期をもつ

K1 分潮と O1 分潮，およそ半日の周期をもつM2

分潮と S2 分潮である．それらの振幅の比によっ
て，各地の潮汐は日周潮型と半日周潮型に分類さ
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れる．日本では，英国水路部（UKHO）と同様の
分類を採用している．
半日周潮型：rHS2 ＞ 2（HK1＋HO1）
日周潮型：rHS2 ＜ 2（HK1＋HO1）
日周潮型の港では，潮汐表には，潮汐の非調和
定数として，平均高高潮，平均低い高潮，平均高
い低潮，平均低低潮を掲載している．これらの値
は，下記の式で，時刻 tを 0 時から 25 時まで 1
時間間隔で計算して求めている．
H（t）＝Z0＋HM2 cos（30t－lM2）＋｛2（HK1＋HO1）/
r｝cos（15t－（lK1＋lO1）/2）
半日周潮型の港では，潮汐表には，大潮平均高
潮，小潮平均高潮，小潮平均低潮，大潮平均低潮
を掲載している．
大潮平均高潮：Z0＋HM2＋HS2

小潮平均高潮：Z0＋HM2－HS2

小潮平均低潮：Z0－HM2＋HS2

大潮平均低潮：Z0－HM2－HS2

潮流の非調和定数は，大潮改正計算により，上
げ潮流，下げ潮流のそれぞれについて，平均流速
及び最強流速を掲載している．最強流速は 2.4.2
項のとおりであるが，平均流速は，その式のうち
4分の 1日周期成分を除いて計算される．大潮改
正計算の結果の利用にあたっては，近年では恒流
成分を必ず含めるようにしている．
潮流の非調和定数である最強流速は，海図にも
潮流矢符として掲載される．

2.6　LAT
LATは，1年以上の潮汐観測により求められた
調和定数を用いて 19 年間の推算を行い，その最
も低い値として定義される（佐藤・熊谷，2017）．
1997 年に IHOで海図基準面として LATが採用さ
れ，海図基準面として LAT以外を採用する場合
には，水路図誌に海図基準面と LATの差を記載
するよう勧告された．このため，平成 11 年潮汐
表から，標準港における海図基準面と LAT，
HATの差を掲載している．

3　潮汐表を活用するための計算
航海者にとっては，入港，出港の前後の時刻に
おける天文潮位が重要となる．潮汐表の標準港の
高潮，低潮の高さと時刻，潮汐の改正数である潮
高比と潮時差，任意の潮位を求める表を組み合わ
せると，これらを求めることができる．同様の計
算は潮流についても可能である．船舶免許の試験
においては，このような潮汐表の活用が問われて
いる．

3.1　補助港の高低潮，補助地点の上げ・下げ潮
流・転流

補助港の高潮・低潮の時刻，補助地点の上げ潮
流最強・下げ潮流最強，転流の時刻を求めるに
は，潮時差を用いる．補助港の高潮については，
標準港の高潮の時刻から，補助港の潮時差を引け
ばよい．低潮も同様である．上げ潮流最強，下げ
潮流最強，上げ潮流から下げ潮流への転流，下げ
潮流から上げ潮流への転流の時刻を求めるための
潮時差は，それぞれの欄に掲載された値を用い
る．
高潮・低潮の高さを求めるには，標準港の Z0，

潮高比，補助港の Z0 を用いる．補助港の高潮に
ついては，標準港の高潮の高さから標準港の Z0
を減じたのち，潮高比をかけ，その値に補助港の
Z0 を加えて求める．上げ潮流最強，下げ潮流最
強の流速を求めるには，流速比を用いる．補助地
点の上げ潮流最強の強さは，標準地点の上げ潮流
最強の強さに流速比を掛けて求める．

LATについては，上記のような比例関係はな
い．LATは，18.6 年周期の振幅の変調に依存し
た年に，年周期，半年周期の分潮の振幅と遅角に
依存した季節に現れる．近隣の港ではほぼ同様の
時期に LATが現れることが期待されるものの，
上記で述べた日々の高潮と低潮のように同じ日の
低潮を LATとして定義しているとは限らない．
そのため，LATの改正数を掲載しておらず，補
助港の LATを標準港の LATから求めることは出
来ない．
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3.2　任意時の潮位及び流速
潮汐表には任意時の潮高を求める表を掲載して
いる．この表の値は，低潮と高潮の間の潮位変化
を正弦波と見なし，次の式で得られる定数であ
る．Aは相次ぐ高低潮時の差を，Bは低潮時から
所要時までの時間をそれぞれ示す．
表値＝（1/2）－（1/2） cos｛r（B/A）｝
なお，同手法の英国及び中国の潮汐表との比較
検討が毕・桑島（1998）に記されている．
流速についても任意時の流速を求める表を掲載
している．この表の値は，転流と最強流速の間の
流速の変化を正弦波と見なしたもので，次の式で
得られる定数である．Aは相次ぐ転流時と最強時
の差を，Bは転流時からの時間をそれぞれ示す．
表値＝sin｛（r/2）（B/A）｝

4　潮汐表の元資料
4.1　調和定数
潮汐表の掲載値は調和定数を元資料としてい
る．水位や流速の長期間観測値の時系列に，周期
2時間以下の擾乱を取り除くフィルターをかけ，
毎正時の水位や流速の時系列を得る．水位や流速
の 1時間間隔の時系列を調和分解して調和定数を
得る．調和分解には最小二乗法によるものが主に
用いられる（小田巻，1981；土屋，2020）．その
式などは土屋（2020）に記載した．
潮流の観測値は，流速の北方成分と東方成分か
らなるベクトルである．それぞれの成分を別々に
調和分解することによって，北方成分の調和定数
と，東方成分の調和定数が得られる．分潮ごと
に，次の式によって，潮流の長軸方向 iが求めら
れる（Parker，2007）．
i＝tan－1（（A2 sin a＋B2 cos a）/（A1 sin a＋B1 cos 

a））
2a＝tan－1（（WE

2 sin 2 lE＋WN
2 sin 2 lN）/（WE

2 

cos 2 lE＋WN
2 cos 2 lN））

ここで，WE，WNはそれぞれ東方，北方成分の
振幅，lE，lNは東方，北方成分の遅角であり，
A1，B1，A2，B2 はそれぞれ下記の通りである．
A1＝WE cos lE；B1＝WE sin lE；A2＝WN cos lN；

B2＝WN sin lN

潮汐表には，主方向に射影された調和定数が用
いられる．主方向の振幅WMJと遅角 lMJはそれぞ
れ次のように与えられる．
lMJ＝tan－1（（WN sin lN cos i＋WE sin lE sin i）/
（WN cos lN cos i＋WE cos lE sin i））
WMJ＝（WN cos lN cos i＋WE cos lE sin i）/cos 

lMJ

潮流の観測は，流速計の設置，観測期間中の維
持に多大なコストがかかることから，多くの観測
を行うことができず，潮汐表の標準地点であって
も，年々更新することはない．一方，潮汐の調和
定数は，海上保安庁をはじめ，気象庁，国土地理
院，各地方整備局，地方自治体等が設置し観測を
継続している常設験潮所の長期間の潮位記録があ
るため，5 年に 1 度，過去 10 年間の記録を用い
て更新されている．海上保安庁と気象庁は潮汐表
及び潮位表の掲載値の統一のため，更新とともに
調和定数を交換している．近年では海上保安庁の
常設検潮所の調和定数を海上保安庁が，それ以外
の機関の常設検潮所の調和定数を気象庁が更新し
ている．
更新にあたっては，まず，各年の 1月 1日から
369 日分の 1時間間隔の水位時系列データについ
て最小二乗法による調和分解を行う．調和分解に
より得られた 10 年分の調和定数をベクトル平均
することで更新後の調和定数を得る．ベクトル平
均の際は，欠測時間，観測値と推算値間の二乗平
均 誤 差 の 平 方 根（RMSE：Root Mean Square 

Error）及び主要四分潮の振幅・位相の標準偏差
をもとにどの年のどの調和定数をベクトル平均の
計算に使用するかを選択する．
欠測時間が 500 時間以上，1000 時間未満の年
は，長周期潮（ここでは Sa，Ssa，Mm，MSf，
Mf）のみをベクトル平均の計算に使用する．欠
測時間が 1000 時間以上の年の調和定数はベクト
ル平均の計算に使用しない．

RMSEについて，2021 年に調和定数を更新し
た際は，近澤・他（2012）において気象庁の験潮
所における潮位偏差の標準偏差は三宅島で 20 cm
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程度，その他のほとんどの地点は 10 cm程度と
されていることを踏まえ，それを大きく上回る年
の調和定数をベクトル平均の計算に使用しないこ
ととした．具体的には，海上保安庁の常設検潮所
のうち，黒潮の影響を受けると思われる三宅島，
八丈島は 25 cm以上，それ以外の地点は 15 cm

を基準とした．
主要四分潮の振幅・位相の標準偏差 vは以下
の式によって求める．対象期間内のある分潮の各
年の振幅を Hi，遅角を li，nを計算に用いる年数
とすると，ある分潮の平均ベクトル OPは次の式
であらわされる．

OP＝
1
nR（Hi cos li，Hi sin li）

 ＝
1
nR（xi，yi）＝（x, y）

さらに，x, y成分の標準偏差 vx，vyは次の式で
あらわされる．

vx＝R
xi－x
n－1

vy＝R
yi－y
n－1

ここで，vを次の式で定義する．これは，平均
ベクトルの終点 Pを中心とし，標準偏差 vx，vy
を長軸，短軸の半径とした楕円方程式である．

v＝
｛（x－x）2vy2＋（y－y）2vx2

vx
2
vy
2

上式の vをもとに，以下のスコアを定義する．
基準として，主要四分潮のスコアの合計が 14 以
上となる年の調和定数はベクトル平均の計算に使
用しないこととしている．
0 ≤ v＜ 0.5 の場合 0
0.5 ≤ v＜ 1.0 の場合 1
1.0 ≤ v＜ 1.5 の場合 2
1.5 ≤ v＜ 2.0 の場合 3
2.0 ≤ v＜ 2.5 の場合 4
2.5 ≤ v＜ 3.0 の場合 5
3.0 ≤ v＜ 3.5 の場合 6
3.5 ≤ v＜ 4.0 の場合 7
4.0 ≤ vの場合 8

4.2　月資料
潮汐・潮流表の日付の下段には月の満ち欠け

（朔，上弦，望，下弦）及び位置（遠地点，近地
点，最南，最北，赤道上）が記されている．これ
らの満ち欠け及び位置の日付は，月等の位置を計
算するために必要なパラメータが格納されている
DE430 という暦から算出している（Folkner et 

al., 2014）．

5　推算値の誤差
潮汐表に掲載している推算値には異常な気象の
影響，副振動は加味されていない．標準港の潮時
は一般に 20 ～ 30 分以内，潮高は 30 cm以内で
実際の潮汐と一致するが，異常な気象等の際は著
しい差を生じることがある．また，標準地点の転
流時は一般に 20 ～ 30 分以内，最強流速は 30％
以内で実際の潮流と一致するが，やはり異常な気
象等の際は著しい差を生じることがある．これら
の推算値の誤差については潮汐表でも説明されて
いる．

6　潮汐表の掲載地点の見直し
海図には，各地の港の海図基準面である最低水
面から平均水面までの高さ（Z0）と，高潮，低潮
の平均潮位が潮信記事として掲載されている．海
図に潮信記事が掲載されている港の任意の時刻の
潮位は，潮汐表を用いて概算されるため，海図に
掲載されたすべての港の潮位の情報を潮汐表に記
載する必要がある．海図の改版等により，海図に
掲載される港に入れ替えがあると，潮汐表に掲載
する港もそれに対応して毎年見直される．

7　まとめ
本稿では潮汐及び潮流の天文推算値を得る計
算，潮汐表に掲載するピークを選択するアルゴリ
ズム，潮汐表に掲載している改正数及び非調和定
数を得る計算，補助港の高低潮や補助地点の上げ
下げ潮流を得るアルゴリズム，調和定数を得る計
算について一通りレビューした．天文推算値を得
る計算では，対象とする期間の違いから，潮汐表
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で用いるパラメータとウェブサイトで用いている
天文パラメータの違いも論じた．ピークの選択ア
ルゴリズムについては，手法の合理化も行った．
潮汐表には掲載値が多いため，本稿で改めて見
直したアルゴリズムを含め掲載項目の 1つ 1つを
十分管理する必要がある．書誌の出版に当たって
は平成 29 年・平成 30 年潮汐表の潮流情報の差し
替えのような事例がないよう今後とも注意を払っ
ていくことにする．

IHOでは，潮汐表に関する技術勧告は長い間
更新されてこなかったが，冊子版と並行して，デ
ジタル版の潮汐表の刊行を行う国があることか
ら，2019 年には，デジタル版の潮汐表に関する
決議が採用された．デジタル版の潮汐表は冊子版
の pdf化でもよく，また，冊子版の潮汐表の技術
決議に準じた html等のインタラクティブな表示
方法でもよいとされている．これらの表示方法の
例が技術勧告にそのまま掲載されているのも特徴
である．日本ではデジタル版の潮汐表に関する議
論は進んでいないものの，利用者の便を満たすよ
う，必要に応じて潮汐表の改善を進めていきた
い．
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